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１．調査概要
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（１） 調査対象
 当行の法人取引先 3,451先 （東京支店取引先を除く）

（２） 調査方法

（３） 調査期間

 WEBアンケート方式

 2026.1.6 ～ 2026.1.26

（４） 主な調査事項
 脱炭素経営に関する基本的な考え方について

 脱炭素化の取組みに対する基本的な方針
 取組みを進めていく上での課題 等

 脱炭素化に向けた取組み状況について

 温室効果ガス排出抑制に関する取組みの実施・検討状況
 脱炭素化に向けた今後の設備投資予定 等

（５） 回収状況
 回答企業数 ： 680先 （ 回収率 19.7％ ）
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（１）本社所在地

２．回答企業の概況

本社所在地別 回答企業割合（n=680）

鳥取県

17.4%

島根県

24.3%

岡山県

9.6%

広島県

12.4%

兵庫県

21.0%

大阪府

11.9%

その他

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

山陰エリア：41.6％（283社） 山陰以外エリア：58.4％（397社）
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（２）業種・従業員規模

２．回答企業の概況

エリア別・従業者数規模別 回答企業割合

製造業

21.8%

18.7%

23.9%

非製造業

78.2%

81.3%

76.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=680)

山 陰

(n=283)

山陰以外

(n=397)

100人未満

58.4%

71.7%

48.9%

100人以上

41.6%

28.3%

51.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=680)

山 陰

(n=283)

山陰以外

(n=397)

エリア別・製造業/非製造業別 回答企業割合



5.1%

12.2%

71.0%

58.8%

23.8%

29.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(n=680)

製造業

(n=148)

省
エ
ネ
法

該当する 該当しない わからない

5.0%

12.2%

68.5%

58.1%

26.5%

29.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(n=680)

製造業

(n=148)

温
対
法

該当する 該当しない わからない
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（３）省エネ法・温対法に係る報告義務の有無

２．回答企業の概況

省エネ法および温対法に係る報告義務の有無



14.6%

13.4%

15.4%

18.2%

13.5%

12.6%

12.4%

12.8%

17.6%

11.3%

31.9%

31.4%

32.2%

37.2%

30.5%

10.3%

10.6%

10.1%

4.7%

11.8%

30.6%

32.2%

29.5%

22.3%

32.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体（n=680）

山 陰（n=283）

山陰以外（n=397）

製造業 (n=148)

非製造業 (n=532)

本
社
所
在
地

業
種

積極的に取組みたい 取組まざるを得ない いずれは対応する必要がある 自社において取組む必要性は感じられない 現時点では何とも言えない

 脱炭素化の対応の必要性を認識している企業は全体のおよそ６割（製造業では7割以上）あるが、うち「積極的に取り組みたい」とする
企業は１4.6％（製造業では18.2％）にとどまり、 「取組まざるを得ない」や「いずれは対応する必要がある」と考えており、受働的・
先送りの姿勢が大勢を占める。
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（1）脱炭素化の取組みに対する基本的な方針

３．脱炭素経営に関する基本的な考え方について

脱炭素化対応の必要性を認識
→ 全体の約６割（製造業は約７割以上）

脱炭素化対応の必要性を認識している企業の約75％が
「取組まざるを得ない」（受働的）や
「いずれは対応する必要がある」（先送り）の姿勢

脱炭素の取組に関する基本的な方針
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（1）脱炭素化の取組みに対する基本的な方針（2023年度調査結果との比較）

３．脱炭素経営に関する基本的な考え方について

 全体的に「自社において取組む必要性は感じられない」（4.3P増）、「現時点では何とも言えない」（10.6P増）が増加しており、脱炭
素の取組の必要性に対する意識が後退した。

 特に非製造業において「取組む必要性は感じられない」、「現時点では何とも言えない」の回答割合が増加した。

 製造業においては、「積極的に取組みたい」も7.8P増加しており、2極化が進む傾向にある。

14.5%

14.6%

10.4%

18.2%

15.8%

13.5%

19.4%

12.6%

30.1%

17.6%

16.2%

11.3%

40.1%

31.9%

41.7%

37.2%

39.5%

30.5%

6.0%

10.3%

3.1%

4.7%

6.8%

11.8%

20.0%

30.6%

14.7%

22.3%

21.7%

32.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2023年度

（n=689）

2025年度

（n=680）

2023年度

（n=163）

2025年度

（n=148）

2023年度

（n=526）

2025年度

（n=532）

全
体

製
造
業

非
製
造
業

積極的に取組みたい 取組まざるを得ない いずれは対応する必要がある 自社において取組む必要性は感じられない 現時点では何とも言えない

脱炭素の取組に関する基本的な方針（2023年度調査結果との比較）



9.7%

8.8%

10.3%

10.8%

9.4%

51.5%

51.2%

51.6%

62.2%

48.5%

22.6%

23.7%

21.9%

16.2%

24.4%

12.8%

13.4%

12.3%

8.8%

13.9%

3.4%

2.8%

3.8%

2.0%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体（n=680）

山 陰（n=283）

山陰以外（n=397）

製造業 (n=148)

非製造業 (n=532)

本
社
所
在
地

業
種

とてもそう思う どちらかと言えばそう思う どちらとも言えない どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

 全体の6割が「脱炭素経営の取組みによって企業価値が向上する」ことに肯定的（とてもそう思う+どちらかと言えばそう思う）である。

 脱炭素経営の取組みが必ずしも企業価値の向上には繋がらない（まったくそう思わない+どちらかと言えばそう思わない）と考える企業
は、11％～15％程度ある。
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（2）脱炭素経営と企業価値

３．脱炭素経営に関する基本的な考え方について

「脱炭素経営の取組みによって企業価値が向上
する」ことに肯定的な企業は概ね6割程度

（製造業は7割程度）
脱炭素経営の取組で企業価値が向上すると思うか



 全体の58.4％（製造業では67.6％）の企業において、脱炭素化の進展による「原材料コストの上昇」が経営に重要な影響を及ぼすと考え
ている。
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（3）脱炭素化の進展による経営への影響（リスク事象）

３．脱炭素経営に関する基本的な考え方について

脱炭素化の進展に伴って経営に重要な影響を及ぼすと想定されるリスク事象



45.2%

41.3%

36.5%

26.5%

13.9%

45.7%

38.7%

36.8%

23.2%

20.9%

0% 20% 40% 60% 80%

コストに見合う効果が見込めない、またはコ

ストを価格転嫁できない

何をどのレベルまで対応する必要があるのか

分からない

取組むための専門知識やノウハウが不足し

ている

他に優先すべき経営上の課題・問題点を抱

えている

取組みを推進する人材がいない

取組みを進めていく上での課題（非製造業/所在地別）

山 陰 (n=230)

山陰以外 (n=302)

64.2%

41.5%

45.3%

26.4%

18.9%

56.8%

29.5%

32.6%

27.4%

25.3%

0% 20% 40% 60% 80%

コストに見合う効果が見込めない、またはコ

ストを価格転嫁できない

何をどのレベルまで対応する必要があるのか

分からない

取組むための専門知識やノウハウが不足し

ている

他に優先すべき経営上の課題・問題点を抱

えている

取組みを推進する人材がいない

取組みを進めていく上での課題（製造業/所在地別）

山 陰（n=53）

山陰以外（n=95）

 全体では、 「コストに見合う効果が見込めない、またはコストを価格転嫁できない」が最も多い。

 山陰の製造業においては、 「どのレベルまで対応が必要なのか分からない」、「取組むための専門知識やノウハウが不足」が比較的多い。

（４）脱炭素化の取組みを進めていく上での課題

３．脱炭素経営に関する基本的な考え方について
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22.6%

25.5%

24.5%

14.4%

23.0%

19.6%

13.2%

10.9%

5.7%

9.9%

14.3%

3.5%

15.1%

12.7%

20.8%

21.6%

22.1%

9.6%

49.1%

50.9%

49.1%

54.1%

40.6%

67.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年度（n=53)

2023年度（n=55)

2025年度（n=53)

2021年度（n=222)

2023年度（n=217)

2025年度（n=230)

製
造
業

非
製
造
業

取組の実施・検討状況_山陰

既に取組んでいる 具体的な取組みについて検討している

取組むかどうかの検討を予定している 現時点では特に何も取組んでいない

 非製造業において「現時点では特に何も取組んでいない」と回答した企業が6割以上で、2023年調査時より20ｐ以上増加した。

 山陰の製造業では、「既に取組んでいる」企業の割合が24.5％、「何も取り組んでいない」企業の割合が49.1％で、前回調査時と大きく変
わってはいない。

 山陰以外の製造業では「既に取組んでいる」企業の割合が38.9％で、2023年比 5.6ｐ増加した。
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（１）温室効果ガス排出抑制に関する取組の実施・検討状況

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について

27.9%

33.3%

38.9%

19.9%

22.7%

20.5%

13.9%

15.7%

7.4%

10.1%

10.0%

6.3%

19.7%

23.1%

23.2%

23.9%

26.9%

10.9%

38.5%

27.8%

30.5%

46.1%

40.5%

62.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年度（n=122)

2023年度（n=108)

2025年度（n= 95)

2021年度（n=297)

2023年度（n=309)

2025年度（n=302)

製
造
業

非
製
造
業

取組の実施・検討状況_山陰以外

既に取組んでいる 具体的な取組みについて検討している

取組むかどうかの検討を予定している 現時点では特に何も取組んでいない



60.9%

55.1%

57.7%

26.9%

29.5%

54.9%

53.9%

49.0%

32.4%

31.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社のイメージやブランド力が向上すると考えられるから

コスト削減や事業の効率化に期待できるから

地球温暖化対策に有効だから

補助金や税制優遇措置を受けることができるから

自社の存続のために必要と考えたから

取組や検討開始の理由・動機 / 山陰

2023年度（n=156）

2025年度（n=102）

58.4%

58.8%

41.2%

31.3%

24.4%

55.0%

45.0%

33.9%

32.8%

30.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社のイメージやブランド力が向上すると考えられるから

地球温暖化対策に有効だから

コスト削減や事業の効率化に期待できるから

自社の存続のために必要と考えたから

法令等の規制に対応する必要があったから

取組や検討開始の理由・動機 / 山陰以外

2023年度（n=262）

2025年度（n=180）

 取組や検討を開始した動機・理由（３つまで選択の合計）としては、「自社のイメージやブランド力が向上すると考えられるから」（山
陰：54.9％、山陰以外：55.0％）が最も多い。

 山陰では、「補助金や税制優遇措置を受けることができるから」（32.4％）が増加した。

 「地球温暖化対策に有効だから」を動機・理由と回答する割合は減少の傾向がみられる。

（２）取組みや検討を開始した動機・理由（第1順位～第3順位 合計）

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について
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31.0%

19.8%

18.5%

6.7%

10.2%

27.0%

23.3%

18.0%

9.5%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

地球温暖化対策に有効だから

自社のイメージやブランド力が向上すると考えられ

るから

コスト削減や事業の効率化に期待できるから

補助金や税制優遇措置を受けることができるから

法令等の規制に対応する必要があったから

取組や検討開始の理由・動機（第1順位）：非製造業

2023年度（n=313）

2025年度（n=189）

 製造業では「コスト削減や事業の効率化に期待できるから」（23.7％）、非製造業では「地球温暖化対策に有効だから」（27.0％）が
最も多い。

 製造業において、取引先からの要請や規制強化といった外部環境の変化への対応が第1の契機となるパターンが増加傾向

（２）取組みや検討を開始した動機・理由（第1順位）

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について
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20.0%

26.7%

12.4%

21.9%

4.8%

23.7%

19.4%

15.1%

12.9%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

コスト削減や事業の効率化に期待できるから

地球温暖化対策に有効だから

取引先からの要請を受けたから

自社のイメージやブランド力が向上すると考えられ

るから

法令等の規制に対応する必要があったから

取組や検討開始の理由・動機（第1順位）：製造業

2023年度（n=105）

2025年度（n=93）

取組開始の契機となる
パターンが増加



26.8%

6.1%

6.1%

19.2%

0.5%

3.8%

37.6%

28.0%

16.3%

11.4%

9.9%

1.2%

3.2%

30.0%

0% 20% 40% 60% 80%

取組みたいとは思うが、何をすべきかが分からないから

脱炭素に取組む意義が見出せないから

取組んだとしても、地球温暖化対策の効果としては低い

と思うから

取組みにかかるコスト負担が大きいから

取引先や従業員等のステークホルダーからの理解を得

られないから

その他

特に理由はない

取組み・検討を行っていない理由：非製造業

2023年度（n=213）

2025年度（n=343）

 全体として「取組みたいとは思うが、何をすべきかが分からない」（製造業：32.7％、非製造業：28.0％）を最大の理由とする回答が
多い。非製造業では、「特に理由はない」（30.0％）との回答が最も多かった。

 前回調査（2023年度）との比較でみると、「脱炭素に取組む意義が見出せない」が増加し、「取組みかかるコスト負担が大きい」が減少
した。

14

（３）現時点で何も取組んでいない（検討の予定もない）理由

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について

25.9%

27.6%

10.3%

8.6%

3.4%

3.4%

20.7%

32.7%

16.4%

14.5%

7.3%

1.8%

9.1%

18.2%

0% 20% 40% 60% 80%

取組みたいとは思うが、何をすべきかが分からないから

取組みにかかるコスト負担が大きいから

脱炭素に取組む意義が見出せないから

取組んだとしても、地球温暖化対策の効果としては低い

と思うから

取引先や従業員等のステークホルダーからの理解を得ら

れないから

その他

特に理由はない

取組み・検討を行っていない理由：製造業

2023年度（n=58）

2025年度（n=55）



 山 陰 … 2023年：13.6％ → 2025年：13.4％ 山陰以外 … 2023年：16.6％ → 2025年：20.6％

 製造業 … 2023年：30.0％ → 2025年：35.1％ 非製造業 … 2023年：10.9％ → 2025年：12.8％
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（４）温室効果ガス排出量を把握する企業の割合

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について

温室効果ガス排出量（サプライチェーン排出量）の把握状況

5.9%

8.1%

5.8%

5.0%

7.0%

4.6%

9.4%

12.3%

0.7%

0.7%

1.4%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40%

2023年度

（n=272）

2025年度

（n=283）

2023年度

（n=417）

2025年度

（n=397）

山
陰

山
陰
以
外

本社所在地別

Scope１排出量のみ把握 Scope1とScope２の排出量を把握
Scope１からScope３までの排出量を把握

14.1%

10.8%

3.2%

5.1%

14.1%

19.6%

6.7%

6.2%

1.8%

4.7%

1.0%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40%

2023年度

（n=163）

2025年度

（n=148）

2023年度

（n=526）

2025年度

（n=532）

製
造
業

非
製
造
業

製造業/非製造業 別

Scope１排出量のみ把握 Scope1とScope２の排出量を把握
Scope１からScope３までの排出量を把握

計 13.6％

計 13.4％

計 16.6％

計 20.6％

計 30.0％

計 35.1％

計 10.9％

計 12.8％



17.0%

17.0%

11.3%

3.8%

5.7%

44.2%

18.9%

18.9%

20.0%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

太陽光発電（自家発電）

太陽光発電（PPA）

建物の空調負荷低減（断熱性・気密性向上

等）

次世代自動車（EV、PHEV、FCV）

高効率給湯器（エコキュート・エコジョーズ等）

設備導入状況：製造業

山陰（n=53）

山陰以外（n=95）

 「太陽光発電」（自家発電、PPA）、「建物の空調負荷低減」、「次世代自動車」で比較的導入が進んでいる（全体の10％以上）。

 山陰以外の製造業では、「太陽光発電（自家発電）」が44.2％、「次世代自動車」が20.0％で山陰の企業より導入率が高い。
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（５）排出量削減のための設備導入・検討状況（導入済みの設備）

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について

19.1%

10.9%

11.7%

12.2%

10.4%

24.5%

13.2%

11.9%

11.3%

8.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

太陽光発電（自家発電）

次世代自動車（EV、PHEV、FCV）

建物の空調負荷低減（断熱性・気密性向上

等）

太陽光発電（PPA）

高効率給湯器（エコキュート・エコジョーズ等）

設備導入状況：非製造業

山陰（n=230）

山陰以外（n=302）



5.7%

3.0%

3.9%

2.2%

2.2%

5.6%

7.3%

4.6%

5.3%

3.0%

0% 5% 10% 15% 20%

建物の空調負荷低減（断熱性・気密性向上等）

次世代自動車（EV、PHEV、FCV）

蓄電システム

太陽光発電（自家発電）

ZEB化

導入を検討中・検討予定の設備：非製造業

山陰（n=230）

山陰以外（n=302）

 製造業：「建物の空調負荷低減」、「次世代自動車」、「太陽光発電（自家発電）」、「蓄電システム」、「太陽光発電（PPA）」など
を検討中・検討予定とする企業がみられる。

 非製造業： 「建物の空調負荷低減」、「次世代自動車」、「蓄電システム」、 「太陽光発電（自家発電）」、「ZEB化」などを検討中・
検討予定とする企業がみられる。
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（５）排出量削減のための設備導入・検討状況（検討中・検討予定の設備）

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について

13.2%

7.5%

5.7%

1.9%

0.0%

7.4%

8.4%

6.3%

5.3%

5.3%

0% 5% 10% 15% 20%

建物の空調負荷低減（断熱性・気密性向上等）

次世代自動車（EV、PHEV、FCV）

太陽光発電（自家発電）

蓄電システム

太陽光発電（PPA）

導入を検討中・検討予定の設備：製造業

山陰（n=53）

山陰以外（n=95）



59.1%

53.5%

51.7%

43.5%

42.6%

47.7%

48.0%

44.0%

38.7%

35.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建物の空調負荷低減（断熱性・気密性向上等）

蓄電システム

次世代自動車（EV、PHEV、FCV）

ZEB化

BEMS導入

導入について関心がある設備：非製造業

山陰（n=230）

山陰以外（n=302）

（５）排出量削減のための設備導入・検討状況（予定はないが関心がある設備）

 全体的として、「蓄電システム」、「建物の空調負荷低減」、「次世代自動車」、「ZEB化」について関心があると回答した割合が比較
的高い。
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４．脱炭素化に向けた取組み状況等について

56.6%

62.3%

64.2%

49.1%

43.4%

50.5%

45.3%

33.7%

35.8%

32.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

蓄電システム

建物の空調負荷低減（断熱性・気密性向上等）

次世代自動車（EV、PHEV、FCV）

ZEB化

その他再生可能エネルギー（熱利用を含む）

導入について関心がある設備：製造業

山陰（n=53）

山陰以外（n=95）



10.4%

10.4%

5.2%

5.7%

6.5%

11.6%

7.3%

9.9%

7.6%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

物流の見直し（モーダルシフト、共同配送の導入等）

廃棄物抑制・３Rの推進

環境マネジメントシステムの導入

グリーン電力証書、非化石証書、J-ｸﾚｼﾞｯﾄ制度等の活用

省エネ診断の受診

設備導入以外の取組実施状況：非製造業

山陰（n=230）

山陰以外（n=302）

24.5%

15.1%

20.8%

7.5%

9.4%

37.9%

33.7%

18.9%

17.9%

16.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

物流の見直し（モーダルシフト、共同配送の導入等）

環境マネジメントシステムの導入

省エネ診断の受診

グリーン購入の推進

温室効果ガス排出抑制に資する商品開発・サービス提供

設備導入以外の取組実施状況：製造業

山陰（n=53）

山陰以外（n=95）

 製造業 … 「物流の見直し」（山陰：24.5％、山陰以外：37.9％）、「環境マネジメントシステムの導入」（山陰：15.1％、山陰以外：33.7％）、
「省エネ診断の受診」（山陰：20.8％、山陰以外：18.9％）を実施済みと回答した割合が比較的高い。

 非製造業 … 製造業との比較でみると全体的に実施率は低く、「物流の見直し」を実施済みと回答した割合が1割程度あった。
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（６）設備導入以外の取組実施・検討状況（実施済みの取組）

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について



4.3%

3.5%

2.2%

3.9%

3.0%

4.6%

3.3%

4.0%

2.6%

3.0%

0% 5% 10% 15% 20%

物流の見直し（モーダルシフト、共同配送の導入等）

温室効果ガス排出抑制に資する商品開発・サービス提供

温室効果ガス排出抑制の計画・ガイドラインの策定

取組み推進にあたってのコンサル導入

廃棄物抑制・３Rの推進

設備導入以外の取組の検討（予定含む）：非製造業

山陰（n=230）

山陰以外（n=302）

 製造業 … 「温室効果ガス排出抑制の計画・ガイドラインの策定」（山陰以外：7.4％）、「物流の見直し」（山陰：7.5％）、「温室効
果ガス排出抑制に資する商品開発・サービス提供」（山陰以外：6.3％）

 非製造業 … 全体的に検討中・検討予定とする取組みは少ない（全項目5％未満）。
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（６）設備導入以外の取組実施・検討状況（検討中・検討予定の取組）

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について

3.8%

7.5%

3.8%

3.8%

1.9%

7.4%

4.2%

6.3%

5.3%

5.3%

0% 5% 10% 15% 20%

温室効果ガス排出抑制の計画・ガイドラインの策定

物流の見直し（モーダルシフト、共同配送の導入等）

温室効果ガス排出抑制に資する商品開発・サービス提供

従業員の自家用車通勤機械の抑制（在宅・テレワーク等）

グリーン購入の推進

設備導入以外の取組の検討（予定含む）：製造業

山陰（n=53）

山陰以外（n=95）



44.8%

43.5%

39.6%

37.0%

34.8%

44.0%

34.4%

33.4%

34.4%

35.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

廃棄物抑制・３Rの推進

物流の見直し（モーダルシフト、共同配送の導入等）

省エネ診断の受診

温室効果ガス排出抑制に資する商品開発・サービス提供

取組み推進にあたってのコンサル導入

予定はないが関心のある取組：非製造業

山陰（n=230）

山陰以外（n=302）

 山陰の製造業 … 「グリーン電力証書、非化石証書、J-クレジット制度の活用」（54.7％）、「取組推進にあたってのコンサル導入」（54.7％）「廃棄物抑
制・３Rの推進」 （50.9％）、「温室効果ガス排出抑制に資する商品開発・サービス提供」（50.9％）などへの関心が高い。

 非製造業 … 「廃棄物抑制・３Rの推進」の回答割合が4割程度ある。
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（６）設備導入以外の取組実施・検討状況（予定はないが関心のある取組）

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について

54.7%

50.9%

54.7%

47.2%

50.9%

38.9%

40.0%

35.8%

38.9%

36.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グリーン電力証書、非化石証書、J-ｸﾚｼﾞｯﾄ制度等の活用

廃棄物抑制・３Rの推進

取組み推進にあたってのコンサル導入

温室効果ガス排出抑制の計画・ガイドラインの策定

温室効果ガス排出抑制に資する商品開発・サービス提供

予定はないが関心のある取組：製造業

山陰（n=53）

山陰以外（n=95）



9.9%

7.1%

11.8%

16.2%

8.1%

25.4%

27.6%

23.9%

19.6%

27.1%

64.7%

65.4%

64.2%

64.2%

64.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体（n=689）

山 陰（n=272）

山陰以外（n=417）

製造業 (n=163)

非製造業 (n=526)

本
社
所
在
地

業
種

省エネ・再エネ設備に関する今後の投資予定

実施を予定している 実施を予定していない 現時点ではわからない

 全体では9.9％（67社）、山陰企業の7.1％（20社）、製造業の16.2％（24社）において、省エネ・再エネ設備の投資が予定されている。

 「現時点ではわからない」と回答した企業が約65％となっている。
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（７）省エネ・再エネ設備に関する今後の投資予定

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について



53.7%

70.0%

46.8%

41.7%

60.5%

28.4%

10.0%

36.2%

41.7%

20.9%

1.5%

5.0%

0.0%

0.0%

2.3%

13.4%

15.0%

12.8%

16.7%

11.6%

3.0%

0.0%

4.3%

0.0%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体（n=67）

山 陰（n=20）

山陰以外（n=47）

製造業 (n=24)

非製造業 (n=43)

本
社
所
在
地

業
種

省エネ・再エネ設備に関する投資が2030年度までの設備投資に及ぼす影響

設備投資の総額を押し上げる 維持更新投資の範囲内で行うため、設備投資の総額は概ね変動しない

他の設備投資を削減して行うため、設備投資の総額は概ね変動しない 現時点では不明

その他

 省エネ・再エネ設備投資予定のある企業の53.7％（山陰：70.0％、非製造業：60.5％）は、脱炭素化対応の投資によって2030年までの
設備投資総額が押し上げられると見込んでいる。
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（８）省エネ・再エネ設備投資が2030年までの投資総額に及ぼす影響

４．脱炭素化に向けた取組み状況等について



 自社の排出量を算定している120社（P.15「（４）温室効果ガス排出量の把握状況」）のうち、65.0％（78社）が自社ツール（Excel等）を利用、
18.3％（22社）が有償ツール・サービスを利用している。

 アンケート回答企業の内、ごうぎんecolnを利用していると回答したのは1.7％（2社）であった。

（１）排出量算定に使用しているツール

５．脱炭素の取組に関する外部支援・サービスの利用について
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65.0%

71.1%

62.2%

59.6%

69.1%

18.3%

13.2%

20.7%

23.1%

14.7%

1.7%

2.6%

1.2%

3.8%

0.0%

15.0%

13.2%

15.9%

13.5%

16.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体（n=120）

山 陰（n=38）

山陰以外（n=82）

製造業 (n=52)

非製造業 (n=68)

本
社
所
在
地

業
種

排出量の算定に使用しているツール

自社ツール（Excel等） 有償ツール・サービス ごうぎんecoln その他



 「自社排出量の可視化」 … 山陰の6.0％、山陰以外の12.1％が「既に利用している」と回答。「利用を検討している」と回答したのは、山陰の6.0％、山陰以
外の6.5％であった。

 「自社CO2排出量削減計画の策定」 … 山陰以外の7.8％が外部の支援サービスを利用している。「利用を検討している」と回答したのは、山陰の5.3％、山陰
以外の6.3％であった。

 山陰以外の企業では、「排出削減策の実行支援」（5.8％）、「自社製品・サービスにおけるカーボンフットプリントの算定」（5.5％）での利用が検討されている。

（２）脱炭素の取組支援サービス利用状況

５．脱炭素の取組に関する支援サービスの利用意向等について
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6.0%

0.0%

2.8%

1.8%

0.7%

0.0%

6.0%

2.8%

5.3%

4.2%

3.2%

2.1%

0% 5% 10% 15%

自社排出量の可視化

自社製品・サービスにおけるカーボンフットプリントの算定

自社CO2排出量削減計画の策定

排出量削減策の実行支援（設備選定、オフセット活用等）

中小企業版SBT認証の取得

その他

取組支援サービスの利用・検討状況：山陰（n=283）

既に利用している

利用を検討している

12.1%

2.0%

7.8%

3.3%

1.5%

0.3%

6.5%

5.5%

6.3%

5.8%

3.3%

1.5%

0% 5% 10% 15%

自社排出量の可視化

自社製品・サービスにおけるカーボンフットプリントの算定

自社CO2排出量削減計画の策定

排出量削減策の実行支援（設備選定、オフセット活用等）

中小企業版SBT認証の取得

その他

取組支援サービスの利用・検討状況：山陰以外（n=397）

既に利用している

利用を検討している



 「自社排出量の可視化」 … 山陰の24.4％、製造業の22.6％、非製造業の24.8％で関心がある。

 「自社CO2排出削減計画の策定」 … 山陰の20.8％、非製造業の21.3％で関心がある。

 「排出量削減策の実行支援」と「中小企業版SBT認証の取得」について、製造業の20.8％で関心がある。

（３）脱炭素の取組支援サービスへの関心（「話を聞いてみたい」）

５．脱炭素の取組に関する支援サービスの利用意向等について
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24.4%

17.0%

20.8%

19.4%

18.0%

6.4%

17.1%

12.3%

14.1%

13.6%

13.1%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自社排出量の可視化

自社製品・サービスにおけるカーボンフットプリントの算定

自社CO2排出量削減計画の策定

排出量削減策の実行支援（設備選定、オフセット活用等）

中小企業版SBT認証の取得

その他

取組支援サービスへの関心（話を聞いてみたい）：所在地別

山陰（n=283）

山陰以外（n=397）

22.6%

18.9%

18.9%

20.8%

20.8%

9.4%

24.8%

16.5%

21.3%

19.1%

17.4%

5.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自社排出量の可視化

自社製品・サービスにおけるカーボンフットプリントの算定

自社CO2排出量削減計画の策定

排出量削減策の実行支援（設備選定、オフセット活用

等）

中小企業版SBT認証の取得

その他

取組支援サービスへの関心（話を聞いてみたい）：業種別

製造業（n=148）

非製造業（n=532）


